
静かな住環境を守るため「民泊」の規制強化を～「民泊」問題懇談会 

 

2026 年 9月 3 日本共産党京都市会議員 加藤あい 

 

 

⑴ 経過説明等 

・9月市会に民泊規制の強化、住環境との調和に関わって条例を提案する。 

・条例は合計４本で、１本は住宅宿泊事業、その他 3 本は旅館業に基づく簡易宿所関連。住宅宿泊

事業の届出住宅と旅館業法に基づく簡易宿所の規制を一体的に強化する。 

 

・条例の理念未達成 

・住宅宿泊事業法にもとづく「届出住宅」、旅館業法に基づく簡易宿所についてそれぞれの条例にお

いて、基本理念に「「地域の生活環境との調和に配慮して運営されなければならない」と定められて

いるにもかかわらず、達成できていない。 

 

・市民の声や実態からも問われる実効性ある規制強化の内容 

・総施設数・・簡易宿所：3215、住宅宿泊事業届出施設：1315 ※2026 年 6月末現在 

・市会への陳情 21 件・請願 5件(２０１８年～２０２５年度)、今年度に入っても相次ぐ。 

・党議員団は２０１８年２月市会の条例制定時修正案を提案。従前から規制強化を求めてきた。今

年 2月「提提】民民泊・簡易宿所の規制強化について～住環境を守り「住んでよし、訪れてよし」の

京都市をめざして～を発表。集中地域の実態調査を行った。 

 

⑵ 規制強化の要点  

 

〇区域・期間・建築制限 

〇運営等           【別紙①】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶今後の流れ 

 9月市会 

11 月第三回あり方検討会 

 

 

 

・「届出住宅」「簡易宿所」一体に規制 

・「届出住宅」の 85.1％、簡易宿所の

58.4%が管理者不在型。既存施

設には区域・期間制限は適用しな

いが、3 年間の猶予期間の後、管

理者常駐を求める。 

 


